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○吹田市個人情報保護条例施行規則 

平成14年６月28日規則第40号 

改正 

平成17年３月31日規則第17号 

平成17年３月31日規則第20号 

平成18年３月20日規則第９号 

平成21年２月３日規則第４号 

平成22年５月24日規則第30号 

平成24年３月30日規則第33号 

平成27年10月２日規則第45号 

平成28年３月31日規則第54号 

吹田市個人情報保護条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、吹田市個人情報保護条例（平成14年吹田市条例第７号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

（電子計算機処理に該当しない処理） 

第３条 条例第２条第７号ただし書の実施機関が定める処理は、次に掲げる処理とする。 

(１) 製版その他の専ら印刷物を製作するための処理 

(２) 専ら文書又は図画の内容の伝達を電気通信の方法により行うための処理 

（本人以外の者から個人情報を収集した場合の通知） 

第４条 条例第７条第２項の規定による通知は、個人情報収集通知書により行うものとする。ただ

し、緊急その他やむを得ないときは、口頭又は公告により行うことができる。 

（目的外利用又は外部提供の通知） 

第５条 条例第８条第２項の規定による通知は、個人情報目的外利用又は外部提供通知書により行

うものとする。この場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

（届出） 

第６条 条例第９条第１項の規定による個人情報取扱事務を開始しようとするときの届出は、個人

情報取扱事務開始届出書により行うものとする。 
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２ 条例第９条第１項の規定により届け出た事項を変更しようとするときの届出及び同項の規定に

よる届出に係る個人情報取扱事務を廃止しようとするときの届出は、個人情報届出事項変更・個

人情報取扱事務廃止届出書により行うものとする。 

３ 条例第９条第１項第７号の実施機関が定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 個人情報取扱事務の開始年月日（届け出た事項を変更する場合にあっては、変更年月日） 

(２) 個人情報取扱事務の根拠法令 

(３) 個人情報の処理形態 

(４) 個人情報の目的外利用又は外部提供の有無 

(５) 他法令による開示制度の有無 

(６) 個人情報取扱事務の委託の有無 

(７) 個人情報が記録されている主な公文書の名称及び種類 

（個人情報管理責任者） 

第７条 個人情報管理責任者は、室長又は課長（これらに相当する職にある者を含む。）をもって

充てる。 

（受託者に対する措置の内容） 

第８条 実施機関は、個人情報取扱事務の委託をするときは、条例第11条第１項に規定する個人情

報の保護に関する措置として、当該委託に係る次に掲げる事項を明記しなければならない。 

(１) 個人情報の秘密保持に関する事項 

(２) 再委託の禁止又は制限に関する事項 

(３) 個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止に関する事項 

(４) 個人情報の複写又は複製の禁止又は制限に関する事項 

(５) 事故発生時における報告義務に関する事項 

(６) 個人情報の管理状況の検査に関する事項 

(７) 成果品の権利の帰属に関する事項 

(８) 契約解除等の措置及び損害賠償に関する事項 

(９) 提供資料の返還義務に関する事項 

(10) 前各号に掲げるもののほか、個人情報の保護に関し必要な事項 

（指定管理者に対する措置の内容） 

第８条の２ 実施機関は、指定管理者に公の施設の管理を行わせるときは、条例第11条の２第１項

に規定する個人情報の保護に関する措置として、当該公の施設の管理に係る協定書に次に掲げる
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事項を明記しなければならない。 

(１) 個人情報の秘密保持に関する事項 

(２) 個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止に関する事項 

(３) 個人情報の複写又は複製の禁止又は制限に関する事項 

(４) 事故発生時における報告義務に関する事項 

(５) 個人情報の管理状況の検査に関する事項 

(６) 提供資料の返還義務に関する事項 

(７) 前各号に掲げるもののほか、個人情報の保護に関し必要な事項 

（自己情報の開示等の請求ができる代理人） 

第９条 条例第14条第２項（条例第18条第２項、第19条第２項及び第20条第２項において準用する

場合を含む。）、第15条第３号及び第21条第２項の実施機関が定める者は、本人から自己情報の

開示等（条例第21条第１項に規定する開示等をいう。以下同じ。）の請求に関する代理権を与え

られた者（偽りその他の不正な手段により当該代理権を取得したことが判明した者を除く。）と

する。 

（自己情報の開示等の請求手続） 

第10条 条例第21条第１項に規定する請求書は、自己情報開示等請求書とする。 

２ 条例第21条第１項第３号の実施機関が定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 自己情報の開示等の請求年月日 

(２) 連絡先 

(３) 請求の内容 

(４) 希望する自己情報の開示等の実施方法 

(５) 法定代理人若しくは前条に規定する者又は遺族（条例第14条第４項に規定する遺族をいう。

次項第３号において同じ。）が自己情報の開示等の請求をする場合にあっては、当該請求に係

る自己情報の本人の氏名及び住所 

３ 条例第21条第２項の実施機関が定める資料は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める書類とする。 

(１) 本人が請求する場合 運転免許証、旅券その他これらに類するものとして市長が適当と認

める書類 

(２) 法定代理人又は前条に規定する者が請求する場合 当該法定代理人又は同条に規定する者

に係る前号に掲げる書類及び戸籍謄本その他法定代理人又は同条に規定する者の資格を証明す
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る書類として市長が適当と認める書類 

(３) 遺族が請求する場合 当該遺族に係る第１号に掲げる書類及び戸籍謄本その他遺族である

ことを証明する書類 

（自己情報の開示等の請求に係る決定等期間の延長の通知） 

第11条 条例第22条第３項後段又は第23条第１項後段の規定による通知は、自己情報の開示等の決

定等期間延長通知書により行うものとする。 

（自己情報の開示等の請求に係る決定の通知） 

第12条 条例第22条第４項又は第５項の規定による通知は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める通知書により行うものとする。 

(１) 自己情報の開示等をする旨の決定をした場合 自己情報開示等決定通知書 

(２) 自己情報の開示等をしない旨の決定をした場合（次号から第５号までに掲げる場合を除

く。） 自己情報非開示等決定通知書 

(３) 自己情報の一部の開示、訂正、削除又は目的外利用若しくは外部提供の中止をする旨の決

定をした場合（第５号に掲げる場合を除く。） 自己情報部分開示等決定通知書 

(４) 自己情報の存否を明らかにしないで開示の請求を拒む場合 自己情報開示請求拒否決定通

知書 

(５) 自己情報の開示等の請求のあった公文書が不存在のため開示しない旨の決定をした場合 

自己情報不存在非開示決定通知書 

（第三者に対する意見の提出の機会の付与等） 

第13条 条例第24条第１項及び第２項の実施機関が定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 開示の請求があった日 

(２) 開示の請求に係る自己情報が記録されている公文書に記録されている当該第三者（条例第

24条第１項に規定する第三者をいう。）に関する情報の内容 

(３) 条例第24条第２項の規定により意見を書面により提出する機会を与える場合にあっては、

その理由 

(４) 意見を書面により提出する場合の提出先及び提出期限 

２ 条例第24条第１項又は第２項の規定による通知は、開示に対する第三者意見照会書により行う

ものとする。ただし、同条第１項の規定により通知する場合において、市長が書面により通知す

る必要がないと認めるときは、この限りでない。 

３ 条例第24条第３項後段の規定による通知は、第三者に関する情報が含まれている自己情報の開
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示決定に係る通知書により行うものとする。 

（自己情報の開示の実施方法等） 

第14条 条例第25条第２項の実施機関が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の区分に応じ、

当該各号に定める方法とする。 

(１) 録音テープ 当該録音テープの当該自己情報に係る部分を専用機器により再生したものの

聴取又は当該部分を録音カセットテープに複写したものの交付 

(２) ビデオテープ 当該ビデオテープの当該自己情報に係る部分を専用機器により再生したも

のの視聴又は当該部分をビデオカセットテープに複写したものの交付 

(３) 前２号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録 次に掲げる方法 

ア 当該電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧又は視聴 

イ 当該電磁的記録をフロッピーディスク、ＣＤ―Ｒ又はＤＶＤ―Ｒに複写したものの交付 

ウ 当該電磁的記録を用紙に出力したものの閲覧又は写しの交付 

２ 自己情報が記録されている公文書を閲覧し、聴取し、又は視聴する者は、当該公文書を丁寧に

取り扱うこととし、これを改ざんし、汚損し、又は破損してはならない。 

３ 実施機関は、前項の規定に違反し、又は違反するおそれがあると認めるときは、自己情報の閲

覧、聴取又は視聴の中止をさせることができる。 

４ 条例第25条第４項の規定による通知は、自己情報訂正等通知書により行うものとする。 

５ 自己情報が記録されている公文書（その写しを含む。）の写しの交付部数は、請求１件につき

１部とする。 

（諮問をした旨の通知） 

第15条 条例第27条第３項の規定による通知は、情報公開・個人情報保護審査会諮問通知書により

行うものとする。 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等の通知） 

第16条 条例第28条において準用する条例第24条第３項後段の規定による通知は、条例第28条第１

号に該当する場合にあっては審査請求人又は参加人に関する情報が含まれている自己情報の開示

実施日等通知書により、同条第２号に該当する場合にあっては審査請求人又は参加人に関する情

報が含まれている自己情報の開示決定に係る通知書により行うものとする。 

（意見書等の閲覧等に準ずる方法） 

第17条 条例第34条第１項の実施機関が定める方法は、第14条第１項に規定する方法とする。 

（意見書等の閲覧等の手続） 
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第18条 条例第34条第１項の規定により吹田市情報公開・個人情報保護審査会（以下この条におい

て「審査会」という。）に対し、意見書又は資料（以下この条において「意見書等」という。）

の閲覧又は写しの交付（以下この条において「閲覧等」という。）を求めようとする審査請求人

等（条例第30条第４項に規定する審査請求人等をいう。次項において同じ。）は、提出意見書等

閲覧等請求書を審査会に提出しなければならない。 

２ 審査会は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに閲覧等の諾否を決定し、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める通知書により当該提出をした審査請求人等にその旨

を通知しなければならない。 

(１) 求めがあった意見書等の全部の閲覧等を承諾する場合 提出意見書等閲覧等承諾通知書 

(２) 求めがあった意見書等の一部の閲覧等を承諾する場合 提出意見書等閲覧等一部承諾通知

書 

(３) 求めがあった意見書等の閲覧等を拒否する場合 提出意見書等閲覧等拒否通知書 

３ 審査会は、閲覧等の諾否の決定をする場合において、当該閲覧等に係る意見書等に第三者（国、

独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び提出意見書等閲覧等請求書を提出したも

の以外のものをいう。）に関する情報が記録されているときは、あらかじめ当該第三者の意見を

聴くことができる。 

（個人情報苦情処理委員の庶務） 

第19条 吹田市個人情報苦情処理委員の庶務は、市民部市民総務室において処理する。 

（事業者に対する説明若しくは資料提出の要求、指導又は勧告の方法） 

第20条 市長は、条例第39条の規定により説明若しくは資料の提出を求め、又は条例第40条第１項

の規定により指導し、若しくは勧告する場合は、当該事業者に対し、その理由その他必要な事項

を記載した書面を交付するものとする。 

（事業者が勧告に従わなかった事実の公表の方法） 

第21条 条例第40条第２項の規定による公表は、事業者の氏名又は名称その他必要な事項について

市の広報紙への掲載その他の方法により行うものとする。 

（出資法人等） 

第22条 条例第41条第１項の実施機関が定める法人は、市が基本金その他これに準ずるもの（以下

この項において「基本金等」という。）の２分の１以上の額を出資している法人、市からの基本

金等の４分の１以上の額を出資している法人で市が出資している基本金等の額が最も高く、かつ、

市の事務又は事業と密接な関係を有し、その運営又は事業の実施について市が特に調整又は指導
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をする必要があるものその他市長が指定する法人とする。 

２ 市長は、条例第41条第３項又は前項の規定による指定をしたときは、その旨を速やかに告示し

なければならない。告示した事項に変更があった場合も、同様とする。 

（写しの作成等に要する費用） 

第23条 条例第42条第２項及び第３項に規定する写しの作成に要する費用の額は、別表のとおりと

する。 

２ 前項の写しの作成に要する費用及び当該写しの送付に要する費用は、前納しなければならない。 

（運用状況の公表等の方法） 

第24条 条例第45条の規定による公表は、市の広報紙への掲載その他の方法により行うものとする。 

（この規則と異なる運用） 

第25条 市長以外の実施機関は、当該実施機関が取り扱う個人情報に関し、規則その他の規程で、

第３条、第６条第３項、第９条、第10条第２項及び第３項、第13条第１項、第14条第１項、第17

条並びに第22条第１項の規定と異なる規定を設けることができる。この場合においては、あらか

じめ、市長に協議しなければならない。 

（通知書等の様式） 

第26条 条例及びこの規則の規定により作成する通知書等の様式は、市民部長が定める。 

（委任） 

第27条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、市民部長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成14年７月１日から施行する。 

（吹田市電子計算組織に係る個人情報の保護に関する条例施行規則の廃止） 

２ 吹田市電子計算組織に係る個人情報の保護に関する条例施行規則（昭和56年吹田市規則第12号）

は、廃止する。 

３ この規則の施行の際、現に前項の規定による廃止前の吹田市電子計算組織に係る個人情報の保

護に関する条例施行規則（以下「旧規則」という。）第５条の規定により行われている個人情報

の開示に係る手続又は旧規則第７条及び第８条の規定により行われている個人情報の訂正若しく

は削除に係る手続については、旧規則は、この規則の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則（平成17年３月31日規則第17号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 
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附 則（平成17年３月31日規則第20号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月20日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前の規則の様式により作成した用紙は、この規則による改正後の規則の様

式により作成した用紙とみなし、平成19年３月31日まで使用することができる。 

附 則（平成21年２月３日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年５月24日規則第30号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第33号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年10月２日規則第45号） 

この規則は、平成27年10月５日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第54号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

別表（第23条関係） 

公文書の種類 写しの作成の方法 規格 費用の額 

文書、図画及び写真 乾式複写機による作成 単色刷り １枚につき 10円 

多色刷り １枚につき 50円 

電磁的記録 

録音カセットテープへの

複写による作成 

記録時間 
１巻につき 150円 

120分 

ビデオカセットテープへ

の複写による作成 

記録時間 
１巻につき 250円 

120分 

フロッピーディスクへの

複写による作成 

3.5インチ １枚につき 30円 

ＣＤ―Ｒへの複写による650メガバイト １枚につき 100円 
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作成 

ＤＶＤ―Ｒへの複写によ

る作成 

4.7ギガバイト １枚につき 100円 

備考 

１ 用紙の両面に印刷された写しを作成する場合については、片面を１枚として計算する。 

２ 公文書（電磁的記録を除く。）の写しの交付をする場合は、日本工業規格Ａ列３番までの

大きさの用紙を用いるものとする。 


